
ばし、生きる力を身につけられるよう、青少 子どもたちが安心してのびのびと遊ぶことのできる地域環境を整えることにより、子どもたちが自主性、社
施策目的・

(2)目的 年育成団体への支援と連携を強化しながら、宿泊通学やキャンプなどのさまざまな体験活動を推進します。 事業目的 会性、創造性などの様々な能力を自然に伸ばし生きる力を身につける。
展開方向

また、保護者や地域の方々と連携して、子どもたちが安心してのびのびと過ごすことのできるあびっ子クラ
「我孫子市放課後子ども総合プラン行動計画」に基づき、放課後等に子どもたちが安心・安全に過ごすこと ・既存あびっ子クラブ１３校においては、学童保育との一体的な運営を実施する。
のできる環境を整備し、地域の方の協力を得て、異年齢間の交流や様々な体験を通して子どもを育む。 ・提案型公共サービス民営化制度により、二小あびっ子クラブを4月から、新木小あびっ子クラブを8月から
あびっ子クラブの運営は提案型公共サービス民営化制度の提案を受け、27年度から四小、29年度から根戸小 当該年度 運営を民間委託する。
、30年度から三小を民間委託した。 執行計画 ・我孫子市放課後子ども総合プラン行動計画の終了に伴い、新たに5か年の計画を策定する。

(3)事業内容 内　　容 31年度は二小を4月から、新木小を8月から民間委託する。
なお、民間委託について現状確認等を行い、よりよい運営に努める。

参加人数／日（平日） 想定値 30当該年度
単位 人

活動結果指標 実績値 25

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 学童保育との一体的な運営を実施することにより、運営費の削減やより多くの子ども達の交流や様々な体験をすることが出来る 直接 全あびっ子クラブ登録児童数／全小学校在籍児童数 ％ 63.9 60
。

令和 2年度 あびっ子クラブへの登録率 直接 全あびっ子クラブ登録児童数／全小学校在籍児童数 ％ 65

令和 3年度 あびっ子クラブへの登録率 直接 全あびっ子クラブ登録児童数／全小学校在籍児童数 ％ 65

・学童保育事業との一体的な運営に伴うスタッフの配置。
(7)事業実施上の課題と対応 ・２階以上の教室にあるあびっ子クラブの運営の困難さ。 代替案検討 ○有 ●無

・高学年につれ、登録率が低下。併せて平成31年度から登録料を改定したことにより登録率の減少が懸念される。

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

非常勤一般職人件費 非常勤一般職人件費 非常勤一般職人件費 非常勤一般職人件費
　（スタッフ人件費9人分） 25,323 　（スタッフ人件費8人分） 22,675 22,631 　（スタッフ人件費8人分） 22,429 　（スタッフ人件費8人分） 22,429
　（補助対象）経常 　（補助対象）経常 　（補助対象）経常 　（補助対象）経常
あびっ子クラブ運営費（補助対象）経常 20,035 あびっ子クラブ運営費（補助対象） 17,158 11,501 あびっ子クラブ運営費（補助対象） 17,158 あびっ子クラブ運営費（補助対象） 17,158
あびっ子クラブ施設修繕料　経常 549 あびっ子クラブ施設修繕料　経常 544 96 経常 経常
非常勤一般職人件費　 非常勤一般職人件費　 あびっ子クラブ施設修繕料 544 あびっ子クラブ施設修繕料 544
　（２号嘱託分0.5×2人）経常 2,795 　（２号嘱託分0.5×2人）経常 2,510 2,379 非常勤一般職人件費 非常勤一般職人件費

実施内容 臨時職員（事務　2人）　経常 1,073 臨時職員（事務　2人）経常 619 619 　（２号嘱託分0.5×2人）経常 2,510 　（２号嘱託分0.5×2人）経常 2,510
（根戸小）運営業務委託　経常 6,146 （四小・根戸小・三小）運営業務委託 17,779 17,565 臨時職員（事務　2人）経常 619 臨時職員（事務　2人）経常 619

(8)施行事項
費　　用 　経常 （四小・二小・三小・新木小） 25,525 （根戸小・二小・新木小） 20,102

＊ 【政策費】 運営業務委託　経常 運営業務委託　経常
＊ 布佐小（スタッフ人件費2人分） 3,682 ＊ 【政策費】
＊ 布佐小（運営費） 4,147 ＊ （二小）運営業務委託 7,314 7,227 ＊ 【政策費】 ＊ 【政策費】
＊ （三小）運営業務委託 5,644 ＊ 非常勤一般職人件費（スタッフ分） ＊ （根戸小）運営業務委託 6,260 ＊ （四小）運営業務委託 5,935
＊ 非常勤一般職人件費（スタッフ分） ＊ ・二小引継ぎ1人（4月～7月） 780 749 ＊ （三小）運営業務委託 5,749
＊ ・三小引継ぎ1人（4月～7月） 938 ＊ （新木小）運営業務委託 4,288 4,202
＊ （四小）運営業務委託 5,866 ＊ 非常勤一般職人件費（スタッフ分）

＊ ・新木小引継ぎ1人（8月） 208 0

予算(決算)額 合　　計 76,198 合　　計 73,875 66,969 合　　計 75,045 合　　計 75,046
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 60 ％ 16,425 補助率 60 ％ 12,622 11,678 補助率 60 ％ 12,622 補助率 60 ％ 12,622
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 57,965 58,610 52,611 59,780 59,781

その他の財源 □特会 □受益 □基金 ■その他 1,808 □特会 □受益 □基金 ■その他 2,643 2,680 □特会 □受益 □基金 ■その他 2,643 □特会 □受益 □基金 ■その他 2,643
換算人数(人) 1.27 1.32 1.32 1.32 1.32
正職員人件費 11,176 11,616 11,616 11,616 11,616

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 2,795 2,510 2,510 2,510 2,510
臨時職員賃金額 1,073 619 619 619 619

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 87,374 85,491 78,585 86,661 86,662
(11)単位費用

2,912.47千円／人 2,849.7千円／人 3,143.4
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

少子化の影響から少ない兄弟姉妹の中で育つ児童が大半となり、近隣での遊び友達の減少から、地域の中で子どもの仲間 ●①事前確認での想定どおり
集団を形成することが困難な状況となっている。市内には、児童館がないため、子どもたちが安心してのびのびと遊ぶこ ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ とのできる施設が求められている。 ○要
   背景は？(事業の必要性) 現代社会で希薄になっている”地域で子どもを育てる””子どもたちが安全・安心に遊べる”を基本に放課後子どもたち ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

が安心して過ごせる場を提供する。そこで、地域の方の協力を得ての体験活動や、異年齢間の交流などを通じ、子どもを 新型コロナウイルスの影響により、３月は急きょあびっ子クラブを閉室したが、２月までは児童館機能を持つ子どもの居
育むことを目的とする。 場所として異年齢交流を提供できた。
○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市が主導して計画等を進める必要があるため。

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 地域の方がスタッフとして、様々な体験の提供や子どもの見 あびっ子クラブのサポーターとして、様々なチャレンジタイ ○①当初期待した以上
●②事業実施時に市民の参画有り 守りに参画。 ムを実施している。その他、放課後対策運営委員会には、サ ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り H25.9月より、我孫子市介護保険ボランティアポイント制度 ポーター代表者や民生委員等を委員としている。 ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している 実施場所としても登録し、より多くの地域の人を取り入れる ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 よう工夫している。併せて、学生のインターンシップやボラ ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他 ンティアの受け入れも積極的に行っている。

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 庁内で不要となったポスターや裏紙等を受け取り、工作等で ●①想定どおり
□②生き物と共存している 活用している。また、図書館から使用しなくなった本を譲り ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している 受けあびっ子クラブに配置している。

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
カレンダーやポスターの裏紙や家庭で出る牛乳パック、プラスチックカップを再利用して、お絵かきや工作等で取り扱っ
ている。

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
63.9 60 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

市内全校に設置したことにより、あびっ子クラブが市民に浸透したため
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 58.9 98.17
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
■③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 85,491 1,883 78,585 91.92
■④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

スタッフの人員配置の見直し
民間委託への移行

2.16 物件費の見直し

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.07

％ 10万円 0.07 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○

様

拡充 ○縮小 ○結合 ○休

式

止 ○廃止 ○事業手法見

第

直し ○その他(事業完

３

了など)

評
　
価

評価コ

号

メント 改善策及び展開

事

方向
本事業は、子ども

務

達が様々な経験をする

事

場として効果的な事業

業

となっていることから

評

、引き続き推進してい

価

く。ただし、新型コロ

表

ナウイルス感
染症の影

（

響による「新しい生活

平

様式」等への対応を検

成

討する必要性がある。

31年度）

事業コード 1081 課コード 1701 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 子どもの居場所づくり 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 子ども部・子ども支援課

個別事業 子どもの居場所づくり 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成31年度 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 1.32 人）
(1)事業概要

(当　初) 85,245 千円 (うち人件費 11,616 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 85,491 千円 (うち人件費 11,616 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33104 重点４ ○有 ●無 (計画名) 子ども総合計画　健康福祉総合

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

子どもたちが自主性、社会性、創造性などさまざまな能力を伸



力を身につけられるよう、青少 市内の子ども達が、楽しく充実した文化や遊びに触れ、地域の中でいきいきとたくましく創造性豊かに成長
施策目的・

(2)目的 年育成団体への支援と連携を強化しながら、宿泊通学やキャンプなどのさまざまな体験活動を推進します。 事業目的 する機会を持てる場づくりを進める。また、それを支える大人のネットワークを広げ、参加する団体の交流
展開方向

また、保護者や地域の方々と連携して、子どもたちが安心してのびのびと過ごすことのできるあびっ子クラ と文化の向上を目指す。
市内多くの子ども関係団体や福祉団体などで構成する実行委員会が中心となり、市と共同主催で芸術鑑賞・ ３月～６月　企画会議・実行委員会
芸術体験、昔遊び、体験型レクリエーションなどを通して、子ども達が主役として１日を楽しむイベント。 ６月　広報掲載
６月下旬に湖北地区公民館をメイン会場に、湖北小学校の体育館も使用し実施する。また、まつりに来場し 当該年度 　　　チラシ配付
た子どもが運営側の仕事体験ができる「子どもハローワーク」を実施し、子どもが主体的にまつりに参加で 執行計画 　　　事業実施

(3)事業内容 内　　容 きる仕組みづくりを各団体が協力して行なう。 ７月　反省会　　

来場者数（有料） 想定値 800当該年度
単位 人

活動結果指標 実績値 489

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 市内の多くの子ども達が、来場し楽しむ。また、それを支える大人のネットワークを広げる。 直接 有料来場者数 人 489 800

令和 2年度 同上 直接 同上 人 800

令和 3年度 同上 直接 同上 人 800

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

共催負担金 190 共催負担金 190 190 共催負担金 190 共催負担金 190

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 190 合　　計 190 190 合　　計 190 合　　計 190
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 190 190 190 190 190

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.5 0.44 0.44 0.44 0.44
正職員人件費 4,400 3,872 3,872 3,872 3,872

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 4,590 4,062 4,062 4,062 4,062
(11)単位費用

5.74千円／人 5.08千円／人 8.31
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

我孫子市子ども総合計画において、核家族化の進行に伴い日常的に存在していた家庭と地域の社会的なつながりが弱まり ●①事前確認での想定どおり
、世代間や地域内における子育ての経験等が伝わりにくくなっている。「げんきフェスタ」は、地域が受け皿になり、様 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 々な遊びの機会、自主的な経験の機会を提供し、子どもの成長に必要なイベントとして、市の計画からも地域からも求め ○要
   背景は？(事業の必要性) られている企画である。市内で子どもに関わる多くの団体が集まり、また地域のつながりのうえでも有意義なイベントで ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

ある。 市内の多くの個人・団体が実行委員会に参加し子どもたちの遊びや体験活動の場となり、子どもたちの健やかな成長を育
む事業となった。また、子ども関係団体のネットワークの構築、地域との連携も図れた。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市の共催事業であり、企画会議や実行委員会への参加、施設

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 予約等事務手続き、企画運営全般に関わっている。
□その他 　促進された

■④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

■市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
●①事業計画時に市民の参画有り 市民団体等で構成される実行委員会との共催事業であり企画 市民・団体で構成される実行委員会を組織し市と共催事業と ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り 段階から参画し実施する。 して実施している。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(人) 目標値(b)(人) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(人) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
489 800 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

入場者数が伸びなかった
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 489 61.13
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 4,062 528 4,062 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

11.5

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 予想より来場者数が伸びなかった

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 19.69

人 10万円 12.04 61.15

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
子ども総合計画に位置づけられており、費用対効果の高い事業である

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 1090 課コード 1701 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 子育ち環境づくり 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 子ども部・子ども支援課

個別事業 げんきフェスタ 位置づけ

③事業主体 ○市 ●その他（ げんきフェスタ実行委員会と共催 ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.44 人）
(1)事業概要

(当　初) 4,062 千円 (うち人件費 3,872 千円）⑦事業費
総事業費 4,640 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33104 重点４ ○有 ●無 (計画名) 子ども総合計画、生涯学習計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

子どもたちが自主性、社会性、創造性などさまざまな能力を伸ばし、生きる



る力を身につけられるよう、青少 子どもがまつりの企画から参加し協力しながら自主的に行動し、このまつりをつくりあげるとともに楽しむ
施策目的・

(2)目的 年育成団体への支援と連携を強化しながら、宿泊通学やキャンプなどのさまざまな体験活動を推進します。 事業目的 。また参加する子どもは仕事体験をしアビーというまつりで使える通貨をもらい、活用し楽しむ。
展開方向

また、保護者や地域の方々と連携して、子どもたちが安心してのびのびと過ごすことのできるあびっ子クラ
実施主体　子どもまつり実行委員会・我孫子市（共催）でアビスタ、手賀沼多目的広場を使用し、子ども達 ・７月から企画会議、実行委員会開催　・８月からジュニアスタッフ募集、ジュニアスタッフ会議　・１０
が主体となり子ども達のまつり（プチゲーセン、昔遊び、わたあめ、お化け屋敷、手作り遊具、等）を行う 月広報あびこでお知らせ
。また、アビーというこのまつりだけの通貨で買い物等をできるようにする。アビーについては、このまつ 当該年度 ・１０月　実施　・１１月　反省会　　
りの中での仕事を行いその対価としもらえるものである。 執行計画

(3)事業内容 内　　容

来場者数（有料） 想定値 1,000当該年度
単位 人

活動結果指標 実績値 708

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 いろいろな体験や世代を超えたたくさんの人との豊かな交流を図る 直接 有料来場者数 人 708 1,000

令和 2年度 同上 直接 同上 人 1,100

令和 3年度 同上 直接 同上 人 1,200

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

共催負担金 190 共催負担金 190 190 共催負担金 190 共催負担金 190

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 190 合　　計 190 190 合　　計 190 合　　計 190
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 190 190 190 190 190

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.5 0.44 0.44 0.44 0.44
正職員人件費 4,400 3,872 3,872 3,872 3,872

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 4,590 4,062 4,062 4,062 4,062
(11)単位費用

4.59千円／人 4.06千円／人 5.74
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

最近の子どもたちの遊びの傾向としては、家の中でのゲームやメール、インターネットなどで遊ぶ子が多くなり屋外で友 ●①事前確認での想定どおり
達同志で遊ぶ機会が少なくなっており、このようなまつりを通じ友達と遊びながら社会体験をすることは、必要である。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

遊びと体験ができる場として、子どもたちに有意義な事業だった。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市の共催事業であり、企画段階から実行委員会に参加し、施

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 設予約事務手続き全般に関わった。
□その他 　促進された

■④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

■市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 市民団体等と市で実行委員会を組織して共催事業として実施 市民団体等と市で実行委員会を組織して共催事業として実施 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り している している。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
●⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

■①自然環境を生かしている 遊覧船を活用し環境学習を実施している。 手賀沼遊覧船を活用し環境学習を実施している。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(人) 目標値(b)(人) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(人) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
708 1,000 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

来場者数が伸びなかった。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 708 70.8
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 4,062 528 4,062 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

11.5

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 来場者数が伸びなかった

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 24.62

人 10万円 17.43 70.8

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
子ども関係団体が連携し実施しており、施策の実現に効果的な事業である。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 1093 課コード 1701 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 子育ち環境づくり 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 子ども部・子ども支援課

個別事業 あびこ子どもまつり 位置づけ

③事業主体 ○市 ●その他（ 子どもまつり実行委員会と共催 ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.44 人）
(1)事業概要

(当　初) 4,062 千円 (うち人件費 3,872 千円）⑦事業費
総事業費 4,640 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33104 重点４ ○有 ●無 (計画名) 子ども総合計画、生涯学習推進

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

子どもたちが自主性、社会性、創造性などさまざまな能力を伸ばし、生き



きる力を身につけられるよう、青少 より多くの子どもが自然体験、社会体験、文化活動、スポーツ活動などに参加できるよう、これらの情報発
施策目的・

(2)目的 年育成団体への支援と連携を強化しながら、宿泊通学やキャンプなどのさまざまな体験活動を推進します。 事業目的 信の充実を図る。また、当事業の実施を通して、子どもに関わる事業展開を行なう関係団体間のネットワー
展開方向

また、保護者や地域の方々と連携して、子どもたちが安心してのびのびと過ごすことのできるあびっ子クラ ク構築を目指す。
委託により情報紙「あびっ子ネット」の発行及びあびっ子ネットホームページの維持管理を実施し、広く子 委託により本事業を執行する。
ども対象事業の情報を発信する。情報紙は子どもを対象とした体験活動などの情報を満載して年５回、各約 ・情報紙「あびっ子ネット」  年５回発行し、市内幼稚園、保育園、学校を通して子ども達に直接配布する
１６，２００部を発行し、小中学校・保育園・幼稚園等を通して直接子ども達の手に配布する他公共施設に 当該年度 とともに、公共施設等に設置し広く市民に配布を行う。
設置し広く市民に配布する。ホームページには情報紙に掲載できなかった情報を掲載する他、読者からの情 執行計画 ・ホームページの維持管理　 子ども向けの体験活動などの情報を満載したＨＰを常時開設する。読者から

(3)事業内容 内　　容 報提供を随時受付している。 の情報提供等の書き込みに対応する。

情報紙「あびっ子ネット」の配付枚数 想定値 16,500当該年度
単位 枚

活動結果指標 実績値 16,500

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 より多くの子どもや保護者が情報にふれる。 直接 情報紙「あびっ子ネット」の乳幼児及び小中学生のいる世帯への配付 ％ 85 90
達成度

令和 2年度 同上 直接 同上 ％ 90

令和 3年度 同上 直接 同上 ％ 90

情報紙やホームページの内容が政治、宗教、営利目的など不適切な内容にならないよう管理する。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

委託料 1,470 委託料 1,470 1,470 委託料 1,470 委託料 1,470

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 1,470 合　　計 1,470 1,470 合　　計 1,470 合　　計 1,470
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 1,470 1,470 1,470 1,470 1,470

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.14 0.1 0.1 0.1 0.1
正職員人件費 1,232 880 880 880 880

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 2,702 2,350 2,350 2,350 2,350
(11)単位費用

0.17千円／枚 0.14千円／枚 0.14
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

子どもが成長していく上で必要なコミュニケーション能力や社会性などは、多様な人々との交流や多様な経験をする中で ●①事前確認での想定どおり
培われるものである。しかし、近年の子ども達が置かれている環境として、発達の過程で生活体験や社会体験をする機会 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ の不足が指摘されており、子育て中の親は核家族化や居住年数の短さから地域で孤立しがちである。子育て中の親が育児 ○要
   背景は？(事業の必要性) に楽しみを見い出し、仲間を作り、子ども達が様々な体験をし、心豊かに成長できるよう、子ども向けの体験活動や子育 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

て中の保護者を対象とした情報を網羅し提供することが求められている。 市内各所で多くの子供向けイベントが開催されているが、それらを一つの情報と集約し安心して子供が参加できるイベン
ト情報の提供は有効な市民サービスである。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 発行に向けた編集会議への参加、市の広報室との調整など

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる ■⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

■市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 委託先である「あびこ子どもネットワーク」は市民や子ども 委託先である「あびこ子どもネットワーク」は市民、子ども ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り 関係団体で構成される市民団体であり、紙面編集段階から市 関係団体で構成されており、紙面編集段階から市も参加して ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り も参加して発行している。 発行している ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
市民や子ども関係団体で構成される市民団体に委託している

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 自然環境に関連するイベント情報も掲載している。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
自然環境についても情報発信している

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
85 90 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

幼稚園、保育園、小学校を通じて配布するほか近隣センター等公共機関にも設置
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 95 105.56

し情報提供に努めた。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 2,350 352 2,350 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

13.03

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 3.83

％ 10万円 4.04 105.48

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
施策の実現に有効な事業であり、今後も引き続き推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 1094 課コード 1701 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 子育ち環境づくり 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 子ども部・子ども支援課

個別事業 子ども向け情報紙発行及びホームページの運営 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成16年度 ～ ⑥担当職員数 1 人 (換算人数 0.1 人）
(1)事業概要

(当　初) 2,350 千円 (うち人件費 880 千円）⑦事業費
総事業費 2,449 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33104 重点４ ●有 ○無 (計画名) 子ども総合計画、生涯学習推進

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

子どもたちが自主性、社会性、創造性などさまざまな能力を伸ばし、生



るよう、青少 手賀の丘少年自然の家を宿泊場所として、子どもが集団のなかで自己を確立し、心の交流や連帯感を身に付
施策目的・

(2)目的 年育成団体への支援と連携を強化しながら、宿泊通学やキャンプなどのさまざまな体験活動を推進します。 事業目的 け、社会のルールを養い、自立心や協調性などを育む機会を提供する。
展開方向

また、保護者や地域の方々と連携して、子どもたちが安心してのびのびと過ごすことのできるあびっ子クラ
市内数校の小学生が1泊2日の日程で、金曜日の放課後から手賀の丘少年自然の家に集い、ともに掃除やレク 年２回、小学５～６年生対象、１泊２日の日程で、手賀の丘少年自然の家を宿泊場所とし実施する。
、野外炊飯などの体験を行う。全小学校の５～６年生を対象に年２回実施する。 各回３２名程公募により募集、応募者多数の場合は抽選とする。
29年度までは「手賀の丘ふれあい宿泊通学」として全小学校を3回に分け2泊3日で実施していたが、教育委 当該年度 なお、実施前には、参加者及び保護者、職員スタッフによる、事前研修会を開催し、事業の趣旨、内容を説
員会と協議し30年度からは全小学校を2回に分け金曜日から土曜日の1泊2日と内容を変更した。 執行計画 明し周知する。

(3)事業内容 内　　容 1回あたりの対象校を増やし通学がなくなることで1泊2日でも子どもたち同士で過ごす時間を確保した。 川村学園女子大学と協定書を締結し班担当スタッフは心理学科の学生に依頼する。
また金曜日から土曜日に日程を設定することにより宿題の時間を確保することなくプログラムを組むことが
できる。 全参加者数 想定値 64当該年度

単位 人
活動結果指標 実績値 48

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 参加した子どもの自立心、協調性が育まれる子どもの数を増やす 直接 応募者数 ％ 58 70

令和 2年度 同上 直接 同上 ％ 70

令和 3年度 同上 直接 同上 ％ 70

学校行事（運動会、林間学校、修学旅行等）との調整、１泊２日参加できるスタッフの確保。また、他校・異学年の児童を対象
(7)事業実施上の課題と対応 とするため、教育委員会や関係課と密接な連携をとり、参加者の状態把握、対応方法等協議していかなければならない。 代替案検討 ○有 ●無

天候によりプログラムの変更も検討する。

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

支援者報償費 60 支援者報償費 50 40 支援者報償費 50 支援者報償費 50
旅費（普通旅費、費用弁償） 8 旅費（普通旅費、費用弁償） 8 7 旅費（普通旅費、費用弁償） 8 旅費（普通旅費、費用弁償） 8
需用費（消耗品費・食糧費・賄材料・印 272 需用費（消耗品費・食糧費・賄材料） 195 136 需用費（消耗品費・食糧費・賄材料） 195 需用費（消耗品費・食糧費・賄材料） 195
役務費（通信運搬費・手数料・保険料） 52 役務費（手数料・保険料） 42 29 役務費（手数料・保険料） 42 役務費（手数料・保険料） 42

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 392 合　　計 295 212 合　　計 295 合　　計 295
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 212 135 212 135 135

その他の財源 □特会 ■受益 □基金 □その他 180 □特会 ■受益 □基金 □その他 160 0 □特会 ■受益 □基金 □その他 160 □特会 ■受益 □基金 □その他 160
換算人数(人) 0.4 0.24 0.24 0.24 0.24
正職員人件費 3,520 2,112 2,112 2,112 2,112

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 3,912 2,407 2,324 2,407 2,407
(11)単位費用

54.33千円／人 37.61千円／人 48.42
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

放課後、子どもたちの多くは、部屋に閉じこもり、ゲームや塾や習い事などで忙しく、外で遊ぶ姿を見かけなくなってい ●①事前確認での想定どおり
る。こうした子どもたちに対して、初めて会う者同士の集団生活の機会を提供し、日常生活の様々な体験活動をともに行 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ うことで、自立心、協調性を育む。　 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

他校・異学年の子どもたちと手賀の丘少年自然の家で共同生活を送ることにより自立心、協調性を育む一助となった。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市の主催事業であり全校を対象にしており企画運営全般を共

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 催の教育委員会と連携し事業を実施している。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 川村学園女子大学に学生スタッフの協力を依頼し事業に参加 川村学園女子大学と協定書を締結し直接子どもたちと関わる ○①当初期待した以上
●②事業実施時に市民の参画有り している。 班担当スタッフとして学生が参画している。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

■①自然環境を生かしている 手賀の丘少年自然の家に隣接する手賀の丘公園を活用したプ 手賀の丘少年自然の家に隣接する手賀の丘公園を活用したプ ●①想定どおり
□②生き物と共存している ログラムを組んでいる ログラムを組んでいる ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
58 70 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

参加者が定員に満たなかった
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 58 82.86
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 2,407 1,505 2,324 96.55
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

38.47

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 参加者数が定員に満たなかった

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 2.91

％ 10万円 2.5 85.91

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
子どもたちの自立心、協調性を育む上で効果的な事業であり今後も継続して推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 1097 課コード 1701 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 子育ち環境づくり 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 子ども部・子ども支援課

個別事業 手賀の丘宿泊事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成17年度 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.24 人）
(1)事業概要

(当　初) 2,407 千円 (うち人件費 2,112 千円）⑦事業費
総事業費 6,536 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33104 重点４ ○有 ●無 (計画名) 子ども総合計画、生涯学習推進

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

子どもたちが自主性、社会性、創造性などさまざまな能力を伸ばし、生きる力を身につけられ



まな能力を伸ばし、生きる力を身につけられるよう、青少 市及び県が委嘱している我孫子市青少年相談員連絡協議会の活動を支援する。
施策目的・

(2)目的 年育成団体への支援と連携を強化しながら、宿泊通学やキャンプなどのさまざまな体験活動を推進します。 事業目的
展開方向

また、保護者や地域の方々と連携して、子どもたちが安心してのびのびと過ごすことのできるあびっ子クラ
　我孫子市青少年相談員連絡協議会・我孫子市（共催）で小学生を対象に夏季には、市内でキャンプの実施 ・会議：毎月1回部会、実行委員会・役員会の開催　　地区別で、適宜開催　
する。また、通年では、パトロールの実施や地区別で子どもを対象とした様々な支部事業を実施している。 ・イベント　共催事業（キャンプ等）

当該年度 ・パトロールの実施　夏季、冬季、行事　
執行計画 ・地区ごとに支部事業の実施　　　

(3)事業内容 内　　容

・共催事業（キャンプ）の開催 想定値 100当該年度
・夏季、冬季、行事パトロールの実施 単位 ％

活動結果指標 実績値 98

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 楽しく有意義な体験ができた子どもの数を増やす 直接 楽しく有意義な体験ができた子どもの割合 ％ 98 100

令和 2年度 同上 直接 同上 0

令和 3年度 同上 直接 同上 0

青少年相談員は、働きながらボランティアで活動していることから夜間の会議としているが仕事の都合上参加できない人も増え
(7)事業実施上の課題と対応 ている。 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

共催負担金 100 補助金 976 976 補助金 976 補助金 976
消耗品 231 消耗品 546 162 消耗品 130 消耗品 130
補助金 1,106 パトロール委託費 130 130 パトロール委託費 130 パトロール委託費 130
旅費（普通旅費、研修旅費） 6 旅費（普通旅費、研修旅費） 6 0 旅費（普通旅費、研修旅費） 6 旅費（普通旅費、研修旅費） 6
パトロール委託費 260
青少年相談員退職者報償費 33

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 1,736 合　　計 1,658 1,268 合　　計 1,242 合　　計 1,242
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 310 補助率 0 ％ 260 0 補助率 0 ％ 260 補助率 0 ％ 260
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 1,426 1,398 1,268 982 982

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.61 0.43 0.43 0.43 0.43
正職員人件費 5,368 3,784 3,784 3,784 3,784

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 514 514 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 7,104 5,442 5,052 5,026 5,026
(11)単位費用

71.04千円／％ 54.42千円／％ 51.55
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

我孫子市青少年相談員の活動は、地域における子どもたちの様々な体験活動の機会を設けており、市で委嘱していること ○①事前確認での想定どおり
からも青少年相談員活動に対し支援が必要である。 ●②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ●要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

キャンプを実施することができず、ボッチャ大会を後援事業として実施した。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 会議に参加し事務手続きから企画、運営に関わった。

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

■④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

■市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
●①事業計画時に市民の参画有り 青少年キャンプについては市の共催事業としている。また市 各種会議への参加 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り が委嘱している団体であり様々な会議に出席している。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
98 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

青少年相談員は仕事をしながらの活動で事業に参加できる相談員が少なく青少年
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 98 98

キャンプを実施できなかった。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 5,442 1,662 5,052 92.83
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

23.4

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 1.84

％ 10万円 1.94 105.43

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
青少年相談員は、県と市で委嘱しており、ボランティアで活動している。今後も市として青少年相談員の活動を支援していく必要がある

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 1098 課コード 1701 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 子育ち環境づくり 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 子ども部・子ども支援課

個別事業 青少年相談員事業への支援 位置づけ

③事業主体 ○市 ●その他（ 青少年相談員連絡協議会と共同主催 ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 昭和55年度 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.43 人）
(1)事業概要

(当　初) 5,442 千円 (うち人件費 3,784 千円）⑦事業費
総事業費 8,128 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33104 重点４ ○有 ●無 (計画名) 子ども総合計画、生涯学習推進

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

子どもたちが自主性、社会性、創造性などさまざ



行い、子育てに関 児童扶養手当の支給を行うことにより、ひとり親家庭の経済的な支援となる。
施策目的・

(2)目的 する負担の軽減を図ります。また、ひとり親世帯に対しても経済的支援を行うとともに、就業支援の充実を 事業目的
展開方向

図ります。
支援要件に該当する児童(１８歳に達する日以後の３月３１日までにあるもの）を監護する父、母又は養育 毎年８月の現況届により受給者に適切な支給を行う。
者に支給する。 平成31年度は新システムの導入に伴う使用料・保守委託料及びデータ抽出・データ連携委託を行う。
現行システムの契約が平成31年7月に終了するため、平成31年7月に契約が終了する子ども医療費助成システ 当該年度
ムと併せた子ども福祉システムの導入を行う。新システムの契約期間は平成31年8月から平成36年7月。 執行計画

(3)事業内容 内　　容 法改正による支払期改正にともない、平成31年度は年５回支給を行い、平成32年度以降は年６回の支払いと
なる。

支給件数 想定値 850当該年度
単位 件

活動結果指標 実績値 830

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 年間５回支給する事務の適切処理 直接 適正支給した件数／総支給件数の割合 ％ 100 100

令和 2年度 年間６回支給する事務の適切処理 直接 適正支給した件数／総支給件数の割合 ％ 100

令和 3年度 年間６回支給する事務の適切処理 間接 適正支給した件数／総支給件数の割合 ％ 100

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

扶助費（児童扶養手当） 335,250 扶助費（児童扶養手当） 408,000 396,737 扶助費（児童扶養手当） 335,250 扶助費（児童扶養手当） 335,250
需用費 18 需用費 39 34 需用費 18 需用費 18
役務費 443 役務費 543 448 役務費 543 役務費 543
システム保守管理委託料 324 旧システム保守管理委託料(~H31.7) 108 108
障害認定業務委託料 25 障害認定業務委託料 20 5 障害認定業務委託料 25 障害認定業務委託料 25
システム賃貸借料（ソフト、ハード） 214 旧システム賃貸借料（ソフト、ハード） 72 72
臨時職員賃金（2人） 1,256 臨時職員賃金（2人） 1,297 1,297 臨時職員賃金（2人） 1,297 臨時職員賃金（2人） 1,297

実施内容 社会保険料 194 社会保険料 194 194 社会保険料 194 社会保険料 194
雇用保険料 12 雇用保険料 12 12 雇用保険料 12 雇用保険料 12

(8)施行事項
費　　用

＊ 子育てワンストップサービス対応システ 0 子ども福祉システム使用料(31.8~) 2,460 2,460 子ども福祉システム使用料 3,690 子ども福祉システム使用料 3,690
（改修を行う可能性がある） 子ども福祉システム保守管理委託料(H31 552 552 子ども福祉システム保守管理委託料 832 子ども福祉システム保守管理委託料 832

児童福祉システムデータ抽出委託料 312 312
＊ システム更新に係る債務負担行為

期間　H31.8~H36.7
賃貸借料　18,670千円

（９月補正）
児童福祉システムデータ抽出委託料 2,402

予算(決算)額 合　　計 340,138 合　　計 413,609 402,231 合　　計 341,861 合　　計 341,861
国庫支出金 補助率 33 ％ 111,750 補助率 33 ％ 136,000 133,640 補助率 33 ％ 111,750 補助率 33 ％ 111,750
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 228,388 277,609 268,591 230,111 230,111

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 1.73 1.53 1.53 1.25 1.25
正職員人件費 15,224 13,464 13,464 11,000 11,000

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 1,462 1,462 1,462 1,462 1,462

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 355,362 427,073 415,695 352,861 352,861
(11)単位費用

418.07千円／件 502.44千円／件 500.84
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

児童扶養手当法に基づくひとり親家庭の児童の健全育成のため、経済的支援は必要である。 ●①事前確認での想定どおり
○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

児童扶養手当法に基づくひとり親家庭の児童の健全育成のため、経済的支援は必要である。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 法定事務であり市で実施しなくてはならない。

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した ■⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の 法定事務のため
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 受給者の状況確認の際、民生委員に協力を求めた。 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
民生委員の協力が必要

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 該当なし。 ●不要

＜その他の内容＞
特になし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

適正に支給を行った。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 427,073 △71,711 415,695 97.34
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△20.18

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.02

％ 10万円 0.02 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
児童扶養手当法に基づき、今後も現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 1334 課コード 1701 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 ひとり親家庭の経済的支援の充実 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 子ども部・子ども支援課

個別事業 児童扶養手当支給事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成20年度 ～ ⑥担当職員数 7 人 (換算人数 1.53 人）
(1)事業概要

(当　初) 427,073 千円 (うち人件費 13,464 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33105 重点なし ○有 ●無 (計画名) 子ども総合計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

安心して子育てができるよう、子育て世帯に対して各種手当や助成金などの経済的支援を



などの経済的支援を行い、子育てに関 ０歳から中学３年生までの医療に関する費用等を負担する保護者に助成を行うことにより、その保護者の経
施策目的・

(2)目的 する負担の軽減を図ります。また、ひとり親世帯に対しても経済的支援を行うとともに、就業支援の充実を 事業目的 済的負担の軽減を図り、子どもの保護対策を推進する。
展開方向

図ります。
０歳から中学３年生までの子どもに対して、入院・通院にかかった保険診療分の医療費を助成する。入院１ ４月～３月　　償還払いの審査・支払業務及び受給券随時発送
日、通院１回２００円又は無料で受診できる。対象者は0歳から中学３年生。 　　７月末　　受給券更新作業及び更新後の受給券一斉送付

当該年度
執行計画

(3)事業内容 内　　容

適正に支給した件数／総支給件数 想定値 100当該年度
単位 ％

活動結果指標 実績値 100

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 子育てを行う家庭における経済的負担の軽減を図る。 直接 適正に支給した件数／総支給件数 % 100 100

令和 2年度 子育てを行う家庭における経済的負担の軽減を図る。 直接 適正に支給した件数／総支給件数 % 100

令和 3年度 子育てを行う家庭における経済的負担の軽減を図る。 直接 適正に支給した件数／総支給件数 % 100

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

子ども医療費助成 370,020 子ども医療費助成 370,020 360,481 子ども医療費助成 370,020 子ども医療費助成 370,020
国保・支払基金手数料 16,666 国保・支払基金手数料 14,570 12,030 国保・支払基金手数料 14,570 国保・支払基金手数料 14,570
システム一式使用料 1,176 システム一式使用料（～H31.7） 392 392 受給券印字・封入封緘委託料 303 受給券印字・封入封緘委託料 303
システム一式保守管理委託料 572 システム一式保守管理委託料（～H31.7 191 191 受給券等印刷製本費 241 受給券等印刷製本費 241
受給券印字・封入封緘委託料 331 受給券印字・封入封緘委託料 303 184 消耗品費 4 消耗品費 4
受給券等印刷製本費 302 受給券等印刷製本費 241 167 通信運搬費 896 通信運搬費 896
消耗品費 8 消耗品費 4 3 子ども福祉システム使用料 1,845 子ども福祉システム使用料 1,845

実施内容 報酬（２号嘱託１人） 2,124 報酬（２号嘱託１人） 2,199 子ども福祉システム保守管理委託料 425 子ども福祉システム保守管理委託料 425
社会保険料 328 社会保険料 328

(8)施行事項
費　　用 雇用保険料 20 雇用保険料 21

費用弁償 64 費用弁償 64
通信運搬費 952 通信運搬費 896 836

（９月補正）
＊ システム更新に係る債務負担行為 報酬（２号嘱託１人） △2,199

期間　H31.8～H36.7 社会保険料 △328
賃貸借　18,675千円 費用弁償 △64

子ども福祉システム使用料（H31.8～） 1,230 1,230
子ども福祉システム保守管理委託料（H3 283 282
児童福祉システムデータ抽出委託料 312 312

予算(決算)額 合　　計 392,563 合　　計 388,463 376,108 合　　計 388,304 合　　計 388,304
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 50 ％ 96,671 補助率 50 ％ 96,147 98,989 補助率 50 ％ 96,147 補助率 50 ％ 96,147
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 295,712 292,156 276,994 291,997 291,997

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 180 □特会 □受益 □基金 □その他 160 125 □特会 □受益 □基金 □その他 160 □特会 □受益 □基金 □その他 160
換算人数(人) 0.6 1.09 1.09 1.09 1.09
正職員人件費 5,280 9,592 9,592 9,592 9,592

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 2,536 2,612 2,612 2,612 2,612
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 397,843 398,055 385,700 397,896 397,896
(11)単位費用

3,978.43千円／％ 3,980.55千円／％ 3,857
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

子育て中の親は、育児に関する支出が多く、その中でも医療機関で受診する支出割合が多いことから医療費を助成するこ ●①事前確認での想定どおり
とによって子育て世代を経済的支援する必要がある。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

子育て世帯の経済的負担を軽減し、支援をする必要があるため。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 子育てを支援するために、市が主導となって事業を進める必

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 要があるため。
□その他 　促進された

■④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 市内医療機関の協力を得ている。 市内の医療機関の協力を得て事業を進めることができた。 ○①当初期待した以上
●②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 該当なし。 ●不要

＜その他の内容＞
特になし

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

複数での確認をはじめとする厳正な審査を行い、助成を行ったため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 398,055 △212 385,700 96.9
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△0.05

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.03

% 10万円 0.03 100

３．事後評価

○現状どおり推進 ●拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
子育て世帯が安心して受診できる制度を継続し、子育て支援の充実を図るため、対象年齢や自己負担額を見直し事業の拡充を図る。 令和２年度から、高校生に相当する年齢への医療費助成は、自己負担額を５００円とし、所得制限を設けて実施する。この財源の一部とするた

め、８月から、０才から中学生までの自己負担額を２００円から３００円に変更する。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 1341 課コード 1701 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 子ども部・子ども支援課

個別事業 子ども医療費助成事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成15年度 ～ ⑥担当職員数 7 人 (換算人数 1.09 人）
(1)事業概要

(当　初) 400,646 千円 (うち人件費 9,592 千円）⑦事業費
総事業費 403,545 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 398,055 千円 (うち人件費 9,592 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33105 重点なし ●有 ○無 (計画名) 子ども総合計画　健康福祉総合

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

安心して子育てができるよう、子育て世帯に対して各種手当や助成金



当や助成金などの経済的支援を行い、子育てに関 ひとり親家庭の父母を安定した雇用・就業に繋げ、自立を促進する。
施策目的・

(2)目的 する負担の軽減を図ります。また、ひとり親世帯に対しても経済的支援を行うとともに、就業支援の充実を 事業目的
展開方向

図ります。
・自立支援教育訓練給付金事業 ・自立支援教育訓練給付金事業
職業能力開発のため指定講座を受講した場合、受講終了後に受講料の6割相当額を助成する。(上限：20万円 　随時相談・申請受付、（訓練修了後）給付金支給 
　下限：12千円） 当該年度 ・高等職業訓練促進給付金
・高等職業訓練促進給付金および修了支援給付金 執行計画 　随時相談・申請受付、給付金支給…毎月

(3)事業内容 内　　容 ひとり親の父母の生活の安定に資する資格の取得のため、1年以上就学する場合、3年を上限として高等職業 　修了支援給付金の支給…修了１カ月以内
訓練促進給付金を支給する。また修了後、修了支援給付金を支給する。 ・プログラム策定事業
（高等職業訓練促進給付金）市民税課税世帯…7万500円　市民税非課税世帯…10万円 支援決定件数 想定値 11当該年度
（修了支援給付金）　　　　市民税課税世帯…2万5千円　市民税非課税世帯…5万円 単位 件

活動結果指標 実績値 13・プログラム策定事業

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 自立のための支援決定件数を増やす。 直接 支援決定件数 件 5 11
教育訓練３件　　高等職業訓練３件　修了支援給付金２件　　プログラム策定３件

令和 2年度 事業内容の周知を徹底し、自立支援事業の利用者数を増やす。 直接 支援決定件数 件 13

令和 3年度 事業内容の周知を徹底し、自立支援事業の利用者数を増やす。 直接 支援決定助成件数 件 15

自立支援教育訓練給付金、高等職業訓練促進給付金ともに国の法改正により支給要件が緩和され、より利用しやすい制度となっ
(7)事業実施上の課題と対応 てきているが、申請者の就労意志・意欲等を十分確認し、支援を行う必要がある。 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

報酬（２号嘱託職員　１人） 1,985 報酬（２号嘱託職員　１人） 1,959 1,938 報酬（２号嘱託職員　１人） 1,959 報酬（２号嘱託職員　１人） 1,959
社会保険料 310 （予算流用） 社会保険料 292 社会保険料 292
雇用保険料 18 報酬 △12 雇用保険料 18 雇用保険料 18
費用弁償 60 社会保険料 292 費用弁償 59 費用弁償 59
負担金 13 （予算流用） 304 負担金 13 負担金 13
有料道路・駐車場 10 社会保険料 12 有料道路・駐車場 8 有料道路・駐車場 8
扶助費 5,936 雇用保険料 18 扶助費 3,696 扶助費 3,696

実施内容 費用弁償 59 15
負担金 13 53

(8)施行事項
費　　用 有料道路・駐車場 8 12

扶助費 3,696 6,678
（９月補正）
扶助費（自立支援教育訓練助成費） 70
扶助費（高等職業訓練促進給付費） 2,459
（３月補正）
扶助費（高等職業訓練促進給付費） 459

予算(決算)額 合　　計 8,332 合　　計 9,033 9,000 合　　計 6,045 合　　計 6,045
国庫支出金 補助率 75 ％ 4,452 補助率 75 ％ 5,013 5,067 補助率 75 ％ 2,772 補助率 75 ％ 2,772
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 3,880 4,020 3,933 3,273 3,273

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.65 0.72 0.72 0.66 0.66
正職員人件費 5,720 6,336 6,336 5,808 5,808

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 2,373 2,373 2,373 2,373 2,373
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 14,052 15,369 15,336 11,853 11,853
(11)単位費用

1,171千円／件 1,397.18千円／件 1,179.69
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

離婚の増加に伴い、ひとり親世帯・児童扶養手当の受給者も増加傾向にある。ひとり親世帯では、母子家庭・父子家庭共 ●①事前確認での想定どおり
に低所得層が多く、所得の向上、経済的な自立を促進することが必要である。就労に必要な技能習得の支援、資格取得期 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 間中の生活の支援を行うことで、ひとり親世帯の自立意識を高め、安定した就労により所得水準の向上を目指すため、事 ○要
   背景は？(事業の必要性) 業が必要である。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

安定した就労につくために必要な技能の修得・資格の取得を支援することで、ひとり親世帯の自立促進をはかることがで
きた。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 国の補助事業であり、市が実施する必要がある。

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(件) 目標値(b)(件) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(件) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
5 11 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

制度の周知・理解がはかられたため
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 13 118.18
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 15,369 △1,317 15,336 99.79
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

母子家庭等対策支援事業国庫補助金（補助率３/４）

△9.37

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 支援決定者が増加したため

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.07

件 10万円 0.08 114.29

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
ひとり親世帯の生活基盤の確保、自立促進のために必要な事業であることから、今後も引き続き事業を実施していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 1346 課コード 1701 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 ひとり親の生活基盤の確保への支援 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 子ども部・子ども支援課

個別事業 母子家庭等相談・自立支援事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成18年度 ～ ⑥担当職員数 7 人 (換算人数 0.72 人）
(1)事業概要

(当　初) 12,381 千円 (うち人件費 6,336 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 15,369 千円 (うち人件費 6,336 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33105 重点なし ○有 ●無 (計画名) 子ども総合計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

安心して子育てができるよう、子育て世帯に対して各種手



各種手当や助成金などの経済的支援を行い、子育てに関 ひとり親家庭等の生活基盤の確保。
施策目的・

(2)目的 する負担の軽減を図ります。また、ひとり親世帯に対しても経済的支援を行うとともに、就業支援の充実を 事業目的
展開方向

図ります。
・助成対象として登録された、ひとり親家庭に対し生活費負担の軽減として、ファミリーサポートセンター ・ひとり親家庭支援事業の利用料の助成　7月　11月　3月支払
、一時預かり、ホームヘルプ、病児・病後児などの保育に関わる支出額の１／２を助成する。 ・母子生活支援施設措置費の支払い（毎月）及び６か月に１回～２回訪問し施設での生活などの面談を行う
・ＤＶなどの理由により母子生活支援施設に入所した母子の生活及び精神的な安定と児童の安全保護のため 当該年度 。その他、ひとり親家庭にかかる相談を行っていく。
親の自立に向けた相談・助言をし、入所にかかる措置費を負担する。 執行計画

(3)事業内容 内　　容

適正支給した件数／総支給件数 想定値 100当該年度
単位 ％

活動結果指標 実績値 100

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 ひとり親家庭等支援事業の登録件数を増やし、自立に向けた生活に導く。 直接 適正支給した件数／総支給件数 ％ 100 100

令和 2年度 各種の相談を通して自立した生活へ導く。 直接 適正支給した件数／総支給件数 ％ 100

令和 3年度 各種の相談を通して自立した生活へ導く。 直接 適正支給した件数／総支給件数 ％ 100

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

ひとり親家庭利用料助成 1,080 ひとり親家庭利用料助成 930 369 ひとり親家庭利用料助成 930 ひとり親家庭利用料助成 930
母子生活支援施設入所措置費 5,509 児童入所施設措置費 6,119 1,442 児童入所施設措置費 6,119 児童入所施設措置費 6,119

（9月補正） (3月補正）
母子生活支援施設入所措置費 1,553 児童入所施設措置費 △3,000

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 8,142 合　　計 4,049 1,811 合　　計 7,049 合　　計 7,049
国庫支出金 補助率 50 ％ 3,531 補助率 50 ％ 1,559 1,003 補助率 50 ％ 3,059 補助率 50 ％ 3,059
県支出金 補助率 25 ％ 1,765 補助率 25 ％ 779 501 補助率 25 ％ 1,529 補助率 25 ％ 1,529
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 2,846 1,711 307 2,461 2,461

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.64 0.66 0.66 0.6 0.6
正職員人件費 5,632 5,808 5,808 5,280 5,280

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 13,774 9,857 7,619 12,329 12,329
(11)単位費用

137.74千円／件 98.57千円／％ 76.19
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

　母子及び寡婦福祉法の改正に伴い、平成16年4月から母子自立支援員を設置（現：母子及び父子並びに寡婦福祉法、母 ●①事前確認での想定どおり
子・父子自立支援員）。ひとり親家庭等が気軽に相談できる体制を充実させ、ひとり親家庭等の福祉の増進、自立促進の ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ため、事業を推進していく必要がある。また、子育て中のひとり親世帯は、経済的に収入が低いことが多く、支援は市の ○要
   背景は？(事業の必要性) 責務である。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

子育て中のひとり親世帯にとって、支援事業利用料助成等の経済的な支援は、生活の安定のために必要である。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 各種支援事業利用料の助成、施設入所費用の負担等、市以外

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 での実施は難しい。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

支援が必要な世帯に適正に支給を行った。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 9,857 3,917 7,619 77.3
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

支援対象者・施設入所者の減少。

28.44

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 支援対象者・施設入所者の減少。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 1.01

％ 10万円 1.31 129.7

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
ひとり親世帯の生活の安定・自立促進のため、経済的な支援や負担の軽減が必要であることから、今後も現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 1347 課コード 1701 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 ひとり親の生活基盤の確保への支援 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 子ども部・子ども支援課

個別事業 ひとり親家庭の支援事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成20年度 ～ ⑥担当職員数 7 人 (換算人数 0.66 人）
(1)事業概要

(当　初) 12,857 千円 (うち人件費 5,808 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 9,857 千円 (うち人件費 5,808 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33105 重点なし ○有 ●無 (計画名) 子ども総合計画　健康福祉総合

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

安心して子育てができるよう、子育て世帯に対して



するとともに、多様な保育ニーズを踏 共稼ぎやひとり親家庭等の児童の放課後を安全で豊かなものにし、児童の健全な育ちと働く親の就労を支援
施策目的・

(2)目的 まえながら、保育サービスの質の向上を図ります。また、保育園が有する専門的なノウハウをいかし、地域 事業目的 する。全ての子どもを対象とした「活動の場」であるあびっ子クラブ（子どもの居場所事業）との一体的な
展開方向

における子育て拠点として子育てをともに支える体制を整備します。 運営を図りながら事業を推進する。
児童福祉法に基づく放課後児童健全育成事業として「我孫子市放課後子ども総合プラン計画」に基づき、市 １３小学校区１７学童保育室の入室決定事務をはじめ、非常勤スタッフ等による児童の保育業務を行う。
内１３小学校区内に学童保育室を設置し、共働き等で放課後に保護者がいない小学生を受入れ、生活指導や ・各父母会からの要望、老朽化・安全対策のため、維持補修工事などを実施。
集団生活を通した保育を行う。 当該年度 ・待機児童対策として、認定こども園・私立幼稚園・保育園に学童預かり保育を実施。
27年度から提案型公共サービス民営化制度により四小学童保育室の運営を民間委託した。根戸小（29年度か 執行計画 ・提案型公共サービス民営化制度により、二小及び新木小学童保育室の運営を民間委託する。

(3)事業内容 内　　容 ら）三小（30年度から）においても実施し、31年度においては二小を4月から、新木小は8月から運営を民間 ・我孫子市放課後子ども総合プラン行動計画の終了に伴い、新たに5か年の計画を策定する。
委託する。
なお、民間委託について現状確認等を行い、よりよい運営に努める。 登録児童数（平均） 想定値 930当該年度

単位 人
活動結果指標 実績値 866

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 登録率 直接 登録児童数（910人）/定員数（1,035人） ％ 88 90

令和 2年度 登録率 直接 登録児童数（910人）/定員数（1,035人） % 90

令和 3年度 登録率 直接 登録児童数（910人）/定員数（1,035人） % 90

学童保育の待機児童緩和策として、全小学校区にあびっ子クラブを設置するとともに、一体的な運営を実施する。
(7)事業実施上の課題と対応 学童保育の待機児童が予測される学区においては、分室などの検討を行う。一部の地域では、特別支援学級の急増により、普通 代替案検討 ○有 ●無

教室が不足しているため、学童保育室を学校敷地内で増設することが困難な状況となっている。

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

非常勤一般職人件費 非常勤一般職人件費 非常勤一般職人件費 非常勤一般職人件費
　（スタッフ47人分）（補助対象）経常 116,263 　（スタッフ42人分）（補助対象）経常 103,509 95,328 （スタッフ40人分）（補助対象）経常 101,538 （スタッフ37人分）（補助対象）経常 95,017
放課後対策事業運営費（補助対象）経常 45,710 放課後対策事業運営費（補助対象）経常 39,406 34,912 放課後対策事業運営費（補助対象）経常 41,815 放課後対策事業運営費（補助対象） 41,815
放課後対策施設維持補修費　経常 1,559 放課後対策施設維持補修費　経常 1,350 経常
学童預かり保育事業（小学生）経常 3,000 放課後対策施設維持補修費　経常 1,350 1,771 学童預かり保育事業（小学生）経常 2,256 放課後対策施設維持補修費　経常 1,350
非常勤一般職員人件費 学童預かり保育事業（小学生）経常 2,256 540 非常勤一般職員人件費 学童預かり保育事業（小学生）経常 2,256
　（2号嘱託0.5×2人）経常 2,796 非常勤一般職員人件費 （2号嘱託0.5×2人）経常 2,511 非常勤一般職員人件費

実施内容 （根戸小）運営業務委託　経常 26,720 　（2号嘱託0.5×2人）経常 2,511 2,379 （四小・二小・三小・新木小）運営業 71,675 （2号嘱託0.5×2人）経常 2,511
（四小・根戸小・三小）運営業務委託 75,424 75,424 務委託　経常 （根戸小・二小・新木小）運営業務 49,691

(8)施行事項
費　　用 予備費充用：四小夏休み増額委託料 540 540 委託　経常

予備費充用：コロナ増額（四根戸三） 2,053 2,053
＊ 【政策費】 ＊ 【政策費】 ＊ 【政策費】
＊ （三小）運営業務委託 17,498 ＊ （二小）運営業務委託 12,215 12,214 ＊ （根戸小）運営業務委託 26,720
＊ 非常勤一般職人件費（スタッフ分） ＊ （二小）予備費充用　コロナ増額 372 372 ＊ 【政策費】
＊ ・三小引継ぎ1人（4月～7月） 904 ＊ （新木小）運営業務委託 7,171 7,171 ＊ （四小）運営業務委託 31,206

＊ （新木小）予備費充用　コロナ増額 372 372 ＊ （三小）運営業務委託 17,498
＊ （四小）運営業務委託 31,046 ＊ 【政策費】

【債務負担】31年～36年 ＊ 非常勤一般職人件費（スタッフ分）
＊ 学童保育管理システム改修（リース・備 0 ＊ ・二小引継ぎ1人（4月～7月） 901 900

＊ ・新木小引継ぎ3人（8月） 757 491
予算(決算)額 合　　計 245,496 合　　計 248,837 234,467 合　　計 247,865 合　　計 241,344
国庫支出金 補助率 30 ％ 50,897 補助率 30 ％ 55,885 56,442 補助率 30 ％ 51,756 補助率 30 ％ 51,756
県支出金 補助率 30 ％ 50,735 補助率 30 ％ 55,733 41,274 補助率 30 ％ 51,594 補助率 30 ％ 51,594
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 72,913 60,673 61,710 67,969 61,448

その他の財源 □特会 □受益 □基金 ■その他 70,951 □特会 □受益 □基金 ■その他 76,546 75,041 □特会 □受益 □基金 ■その他 76,546 □特会 □受益 □基金 ■その他 76,546
換算人数(人) 1.27 1.32 1.32 1.32 1.32
正職員人件費 11,176 11,616 11,616 11,616 11,616

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 2,796 2,511 2,511 2,511 2,511
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 256,672 260,453 246,083 259,481 252,960
(11)単位費用

275.99千円／人 280.06千円／人 284.16
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

多くの団塊の世代が引退した後、市民税による歳入が激減することは住宅都市である本市において、まさに死活問題であ ○①事前確認での想定どおり
る。この問題を解決するためには、今後いかに若い世代が本市に定住してくれるか否かが大きく関係してくる。そのため ●②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 、本市は、地域で一番子育てしやすいまちを目指す。 ○要
   背景は？(事業の必要性) 併せて、社会状況の変化により家庭保育が困難な児童の増加は顕著であり、子育て支援施策の充実・向上を図る必要があ ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

る。 新型コロナウイルス感染症の影響による児童の増減及び経費や収入の増減が生じた。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 新型コロナウイルス感染症への対応等、市全体の考え方に沿

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 って対応する必要がある。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

■市が実施・提供することにより、良質で安定した ■⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の サービスの向上と費用対効果を検証しつつ、民営化を含めた事業展開を検討する必要がある。
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り おやつに係る経費を父母会で徴収し、おやつ購入・提供をス 放課後対策事業運営委員会には、学童保育の父母代表者が委 ○①当初期待した以上
●②事業実施時に市民の参画有り タッフが行っている。また、父母会費で、施設修繕や消耗品 員として参加している ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り 購入を行っている。市で購入する備品や修繕については、父 ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している 母の意見も取り入れ実施している。 ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 庁内で不要となった備品、消耗品、図書などを譲り受け保育 ●①想定どおり
□②生き物と共存している 室の運営に活用している。 ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
資源の再利用。出来る限り可能な範囲での節水・節電。

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
88 90 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

保護者の状況に合わせて、保育が必要な家庭には可能な限りのサービスを提供し
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 83.6 92.89

た。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 260,453 △3,781 246,083 94.48
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

物件費の見直し等

△1.47

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費

様

用) 0.03
％ 10万

式

円 0.03 100

３．

第

事後評価

●現状どおり

３

推進 ○拡充 ○縮小 ○結

号

合 ○休止 ○廃止 ○事業

事

手法見直し ○その他(

務

事業完了など)

評
　
価

事

評価コメント 改善策及

業

び展開方向
新型コロナ

評

ウイルス感染症への対

価

策として「新しい生活

表

様式」を踏まえる必要

（

性がある。

平成31年度）

事業コード 1350 課コード 1701 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 学童保育の充実 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 子ども部・子ども支援課

個別事業 学童保育室の運営 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成31年度 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 1.32 人）
(1)事業概要

(当　初) 259,547 千円 (うち人件費 11,616 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 260,453 千円 (うち人件費 11,616 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33103 重点４ ●有 ○無 (計画名) 子ども総合計画　健康福祉総合

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

待機児童ゼロを堅持するため、保育園や学童保育室など計画的に整備



ーズを踏 　学童保育室入室児童及びあびっ子クラブ利用児童の中で、配慮の必要な児童の健やかな発達を支援してい
施策目的・

(2)目的 まえながら、保育サービスの質の向上を図ります。また、保育園が有する専門的なノウハウをいかし、地域 事業目的 くため、心理相談員を配置し、スタッフ及び保護者に対して保育方法や保育環境に関する助言及び情報提供
展開方向

における子育て拠点として子育てをともに支える体制を整備します。 を行う。
　近年、特別な配慮が必要な児童の学童保育利用が増加していることや、支援の必要な保護者も増えている 　非常勤の心理相談員１名を担当課に配置し、各学童保育室を巡回訪問して、スタッフ及び保護者からの相
ことから、専門知識を有する心理相談員が学童保育室を巡回し、スタッフ及び保護者からの相談に乗り、保 談を行う。また、新年度入室の際には、特別な支援が必要な児童の保護者との面談を行い、入室に備える。
育方法や保育環境などに関する助言・アドバイスを行う。 当該年度 ・随時、各学童保育室を訪問して、児童の状況を把握しアドバイスを行う。

執行計画 ・相談対象児童…Ｈ30：256人（うち特学41人）Ｈ29：139人（うち特学38人）Ｈ28：101人（うち特学27人
(3)事業内容 内　　容 ）、Ｈ27：83人（うち特支学1人）、Ｈ26：91人（うち特支学2人）

相談件数 想定値 200当該年度
単位 件

活動結果指標 実績値 203

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 随時相談事業を行い、スタッフ及び保護者の悩みや保育方法等への助言を行い解決する。 直接 相談希望対応率(相談対応件数／スタッフや保護者からの相談件数） ％ 100 100

令和 2年度 随時相談事業を行い、スタッフ及び保護者の悩みや保育方法等への助言を行い解決する。 直接 同上 ％ 100

令和 3年度 随時相談事業を行い、スタッフ及び保護者の悩みや保育方法等への助言を行い解決する。 直接 同上 ％ 100

それぞれの役割について、子ども相談課、教育研究所や学校等関係機関との調整や連携が必要。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

心理相談員 心理相談員 心理相談員 心理相談員
報酬 3,136 報酬 2,931 2,865 報酬 2,931 報酬 2,931
共済費 538 共済費 647 580 共済費 647 共済費 647
費用弁償 125 費用弁償 125 64 費用弁償 125 費用弁償 125

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 3,799 合　　計 3,703 3,509 合　　計 3,703 合　　計 3,703
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 3,799 3,703 3,509 3,703 3,703

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.47 0.44 0.44 0.44 0.44
正職員人件費 4,136 3,872 3,872 3,872 3,872

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 7,935 7,575 7,381 7,575 7,575
(11)単位費用

39.68千円／件 37.88千円／件 36.36
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

　学童保育室の入室児童及びあびっ子クラブ利用児童の中で、障害のある児童または発達支援の必要な児童が年々増加傾 ●①事前確認での想定どおり
向にあり、適切な対応方法等の助言や情報提供を行う必要性が高まっている。平成19年度までは、柔軟な対応が困難とな ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ っていたが、平成20年度からは、相談回数制限の枠を外し、随時相談が出来るよう電話相談を含めて体制を整えてきた。 ○要
   背景は？(事業の必要性) 放課後の場でも児童発達支援は、市町村の責務であり、さらに充実が求められている。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

相談しやすい体制を整えることによって、概ね想定どおりとなった。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市が主導することにより、庁内外との調整（連携）がしやす

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 くなっている。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

■市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 我孫子市学童保育連絡協議会における事業への協力 令和元年度は団体からの要請等はなかった。 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ●③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
●④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他 学童保育以外の相談出来る場所が増えたことや多忙な保護者

の増加が原因と考えられる。
＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 特になし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
特になし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

可能な限りスタッフや保護者のニーズに対応した。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 7,575 360 7,381 97.44
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

心理相談員の勤務時間を削減した。

4.54

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 1.32

％ 10万円 1.35 102.27

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
子ども達が成長していくうえで、健やかな放課後を過ごすための支援をサービスするため、現状どおり推進する。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 1351 課コード 1701 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 学童保育の充実 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 子ども部・子ども支援課

個別事業 放課後対策事業心理相談 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成20年度 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.44 人）
(1)事業概要

(当　初) 7,575 千円 (うち人件費 3,872 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33103 重点４ ○有 ●無 (計画名) 子ども総合計画　健康福祉総合

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

待機児童ゼロを堅持するため、保育園や学童保育室など計画的に整備するとともに、多様な保育ニ



を進めるため、行政評価や事業仕分け、各種審議会を活用しな 子ども総合計画に位置付けた個別事業について、計画理念に基づき着実に事業実施がされるよう調整・管理
施策目的・

(2)目的 がら、政策の企画・立案からその執行方法と成果までを市民に公表し市民とともに評価します。また、施策 事業目的 し推進することで、我孫子らしい子ども行政の確立を図ります。
展開方向

や事業が計画的・効果的に進められるよう進行管理を徹底します。
　子ども・子育て支援法及び次世代育成支援対策推進法に基づき、平成27から31年度の5年度を期間とする 平成27年度からスタートした子ども総合計画に掲げた「子ども・子育て支援事業」及び「重点事業」の進行
子ども総合計画を推進します。計画推進のために、市長の諮問機関として、条例で子ども・子育て会議を設 管理を行い、計画の実効性を確保します。法定事業の「子ども・子育て支援事業」の12事業については実績
置し、市民からの意見を計画推進に反映させます。また、庁内組織として、我孫子市子ども総合計画推進委 当該年度 の公表、国・県への報告を行います。平成31年度は、次期計画の策定を行います。
員会を設置し、課題の協議や調査・研究を行います。PDACサイクルを年度ごとに実施し、各事業の実効性を 執行計画 現計画の検証報告（5月）、子ども・子育て支援事業の量見込みと確保方策の算出（4月～2月）、次期子ど

(3)事業内容 内　　容 高めています。 も総合計画書の作成（4月～2月）、審議会・庁内組織・県への報告（～3月）
　平成30年度からは平成32年度を始期とする次期計画の策定作業を行います。

子ども・子育て会議の開催回数 想定値 6当該年度
単位 回

活動結果指標 実績値 5

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 子ども・子育て支援の推進 間接 子ども・子育て会議の開催回数 回 5 6

令和 2年度 子ども・子育て支援の推進 間接 子ども・子育て会議の開催回数 回 3

令和 3年度 子ども・子育て支援の推進 間接 子ども・子育て会議の開催回数 回 3

子ども総合計画の進行管理は、所管課で目標値（指標）を定め、毎年進捗状況を審議会に報告し、審議会は報告に基づき目標の
(7)事業実施上の課題と対応 達成状況を確認し検証を行っています。次期計画の策定は、庁内組織や審議会での審議を行い市民にも理解しやすい内容としま 代替案検討 ○有 ●無

す。

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

【経常費】 【経常費】 【経常費】 【経常費】
子ども・子育て会議委員報酬 228 子ども・子育て会議委員報酬 210 147 子ども・子育て会議委員報酬 168 子ども・子育て会議委員報酬 168
3500円×13人×5回 3500円×10人×6回 3500円×12人×4回 3500円×12人×3回
子ども・子育て会議委員託児委託料 10 子ども・子育て会議会議録作成委託 138 0 子ども・子育て会議会議録作成委託 185 子ども・子育て会議会議録作成委託 185
500円×4時間×1人×5回 14,000円×3時間×1回×1.08% 14,000円×3時間×4回×1.1 14,000円×3時間×4回×1.1
子ども・子育て会議議事録作成委託 146 14,000円×3時間×2回×1.1% 子ども・子育て会議委員託児委託料 13 子ども・子育て会議委員託児委託料 13
15,000円/時×3時間×会議3回×1.08% 子ども・子育て会議委員託児委託料 16 0 (500円×3時間+保険料100円)×2人×4回 (500円×3時間+保険料100円)×2人×4回

実施内容 ＊ 【政策費】 (500円×3時間+保険料100円)×2人×5回
＊ 子ども総合計画策定支援業務委託料 3,622

(8)施行事項
費　　用 ＊ (債務負担30年～31年) ＊ 【政策費】

＊ アンケート調査及び分析 ＊ 消耗品（計画書印刷用コピー用紙等） 23 17
＊ 印刷製本費 （子ども総合計画書の本文 50 45
＊ 丁合及び製本）
＊ 225円×200冊×1.1
＊ 作業部会会議録作成委託 137 0
＊ 14,000円×3時間×1.08×2回 
＊ 14,000円×3時間×1.1×1回 
＊ 子ども総合計画策定支援業務委託料 2,009 2,009
＊ 【債務負担】H30～H31

予算(決算)額 合　　計 4,006 合　　計 2,583 2,218 合　　計 366 合　　計 366
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 4,006 2,583 2,218 366 366

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.6 1.4 1.4 0.6 0.6
正職員人件費 5,280 12,320 12,320 5,280 5,280

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 9,286 14,903 14,538 5,646 5,646
(11)単位費用

1,857.2千円／回 2,483.83千円／回 2,907.6
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

子ども総合計画は子ども・子育て支援法及び次世代育成支援対策推進法に基づく計画であり、5年に1度の計画策定、計画 ●①事前確認での想定どおり
策定に伴うニーズ調査、事業の進行管理を行うこと等が定められています。子育て支援、子育ち支援、保健・衛生、教育 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 、福祉、環境等、我孫子市における子どもに関わる施策を総合的に体系化した計画です。子ども・子育て支援の分野では ○要
   背景は？(事業の必要性) 、法定事業について市民のニーズを把握し、国の基準に準じて着実に推進します。次世代育成の分野では、市独自の子ど ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

もや親、次世代の親（青少年）への施策を統括し、我孫子市らしさを大切にしつつ、「切れ目のない」支援を継続します 当初の想定通り、第四次子ども総合計画の策定が完了することができた。
。これらのことから、少子化社会において、非常に重要な事業となっています。
●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市が主体となって策定する計画である。

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 審議会子ども・子育て会議の委員には市民が含まれるため、 子ども・子育て会議は条例により市民参加の会議であること ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り 計画策定時や計画の進行管理においては市民目線での意見を が規定されている。 ●②当初期待したとおり
●③管理・運営に市民の参画有り 反映するようにしている。 ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 会議開催時には環境に配慮し、エアコンの使用を最低限にと エコを意識して会議の運営を行った。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している どめている。 開催通知、資料送付等は電子メールを活用し、資源の削減に ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している 努めた。

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(回) 目標値(b)(回) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(回) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
5 6 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

会議の開催回数は目標値以下だったが、計画策定に必要かつ十分な会議を開催す
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 5 83.33

ることができた。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 14,903 △5,617 14,538 97.55
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

次期計画の策定について業務が増大するが、調査結果の集計等の分析や計画書策
定に係る一部作業をコンサルタント業者へ委託し、担当者との作業分担を行うこ

△60.49 とで、担当の人数を変更することなく対応する。

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 目標値は達成できなかったが、計画策定に必要かつ十分

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下 な会議を開催することができた。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.04

回 10万円 0.03 75

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
今年度に策定した第四次子ども総合計画の基本理念である「あびこの自然やひとの愛に包まれてすべての子どもが自分らしく育つまち」を実現
するため、今後も市の子ども施策の進行管理を行っていく必要がある。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 1397 課コード 1701 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 我孫子らしい子育て基本方針の確立（子ども総合計画の推進） 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 子ども部・子ども支援課

個別事業 子ども総合計画の策定及び計画の進行管理 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成31年度 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 1.4 人）
(1)事業概要

(当　初) 14,903 千円 (うち人件費 12,320 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 83102 重点なし ○有 ●無 (計画名) 子ども総合計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

市民の満足度や成果に視点をおいた行政運営



対して各種手当や助成金などの経済的支援を行い、子育てに関 ひとり親家庭等の福祉の向上を図る。
施策目的・

(2)目的 する負担の軽減を図ります。また、ひとり親世帯に対しても経済的支援を行うとともに、就業支援の充実を 事業目的
展開方向

図ります。
　母子家庭や父子家庭で１８歳未満の児童を扶養している家庭に対し、医療費の保険診療にかかる自己負担 医療機関で支払った医療費について、申請を受け償還払い方式により助成する。
額に対して助成する。（所得制限有り）
所得額に応じ、全額助成と１／２助成があり、毎年８月に現況審査と更新を行う。 当該年度

執行計画
(3)事業内容 内　　容

年間支給件数 想定値 1,750当該年度
単位 件

活動結果指標 実績値 1,308

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 適正に支払いをした割合。 直接 適正に支給した件数／総支給件数 ％ 100 100

令和 2年度 適正に支払いをした割合。 － 適正に支給した件数／総支給件数 ％ 100

令和 3年度 適正に支払いをした割合。 － 適正に支給した件数／総支給件数 ％ 100

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

扶助費 26,400 扶助費 25,200 19,265 扶助費 25,200 扶助費 25,200
(3月補正）
扶助費 △4,800

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 26,400 合　　計 20,400 19,265 合　　計 25,200 合　　計 25,200
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 33 ％ 8,800 補助率 33 ％ 8,400 6,067 補助率 33 ％ 8,400 補助率 33 ％ 8,400
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 17,600 12,000 13,198 16,800 16,800

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.69 0.56 0.56 0.51 0.51
正職員人件費 6,072 4,928 4,928 4,488 4,488

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 32,472 25,328 24,193 29,688 29,688
(11)単位費用

18.56千円／件 14.47千円／件 18.5
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

ひとり親家庭等の福祉の向上を図る必要がある。 ●①事前確認での想定どおり
○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

ひとり親家庭に対し、経済的支援として医療費助成することで、福祉の向上を図ることができた。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 事業の周知や支援を、市が主導で進めていくことで状況や環

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 境を迅速に把握でき、適正な支給へと繋がる。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
特になし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
特になし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

適正な支給ができた。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 25,328 7,144 24,193 95.52
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要
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目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.39

％ 10万円 0.41 105.13

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
ひとり親家庭等の福祉の向上を図るため、今後も事業を現状どおり推進する。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 1741 課コード 1701 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 ひとり親家庭の経済的支援の充実 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 子ども部・子ども支援課

個別事業 ひとり親家庭等医療費助成事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成22年度 ～ ⑥担当職員数 7 人 (換算人数 0.56 人）
(1)事業概要

(当　初) 30,128 千円 (うち人件費 4,928 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 25,328 千円 (うち人件費 4,928 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33105 重点なし ○有 ●無 (計画名) 子ども総合計画　健康福祉総合

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

安心して子育てができるよう、子育て世帯に



とともに、多様な保育ニーズを踏 学童保育室の施設を充実させるため、計画的に施設整備を図る。
施策目的・

(2)目的 まえながら、保育サービスの質の向上を図ります。また、保育園が有する専門的なノウハウをいかし、地域 事業目的
展開方向

における子育て拠点として子育てをともに支える体制を整備します。
27年度から施行した「我孫子市放課後子ども総合プラン行動計画」に基づき、学童保育室とあびっ子クラブ 待機児童対策に係る施設整備等の検討。
の連携した事業推進を踏まえ、父母会からの要望を取り入れながら、施設整備を図ります。 老朽化及び安全対策に係る修繕等の検討。

当該年度
執行計画

(3)事業内容 内　　容

学童保育室施設整備検討数（四小・三小） 想定値 2当該年度
単位 保育室

活動結果指標 実績値 0

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 増大する学童保育需要への対応、 直接 待機児童対策への施設整備。 保育室 0 2
四小・三小学童保育室の今後に向けた検討

令和 2年度 増大する学童保育需要への対応、施設老朽化への対応、児童福祉の向上をめざした施設の整備 直接 施設修繕箇所数 保育室 17
四小・三小学童保育室の今後に向けた検討

令和 3年度 増大する学童保育需要への対応、施設老朽化への対応、児童福祉の向上をめざした施設の整備 直接 施設修繕箇所数 保育室 17
四小・三小学童保育室の今後に向けた検討
小学校敷地内への設置を基本としているが、一部の地域では、学校自体の児童数増や特別支援教室増により、普通教室が不足し

(7)事業実施上の課題と対応 ているため、学童保育室を学校敷地内で増設することが困難な状況となっている。三小学童保育室の移転については、普通教室 代替案検討 ○有 ●無
の不足が今後も継続されることが予測されるため、学校敷地内への移転は調整が必要となる。

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

大規模化及び児童数増減に伴う対応 大規模化及び児童数増減に伴う対応 大規模化及び児童数増減に伴う対応 大規模化及び児童数増減に伴う対応
老朽化への検討 老朽化への検討 老朽化への検討 老朽化への検討

湖北台東小学童保育室空調機更新工事 2,431 2,255

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 2,431 2,255 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 2,431 2,255 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.22 0.46 0.46 0.46 0.46
正職員人件費 1,936 4,048 4,048 4,048 4,048

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 1,936 6,479 6,303 4,048 4,048
(11)単位費用

968千円／保育室 3,239.5千円／保育室 0
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

四小学童保育室は、四小学区内の宅地開発等により更なる利用増が見込まれるため、子どもの安全を確保できるよう検討 ○①事前確認での想定どおり
していく。教育委員会及び学校と協議し、転用可能教室を活用できるよう検討する。 ●②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 三小学童保育室は、普通教室の不足により学校敷地外に設置されているが、児童の安全面及び施設の賃貸借等による経費 ○要
   背景は？(事業の必要性) の増大を考慮すると学校敷地内への移転が必要であると思慮される。しかし、我孫子第三小学校においては、普通教室が ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

依然として不足する状況が続いており、移転については難しい状況であるが、引き続き教育委員会及び学校との協議検討 児童の健やかな放課後を過ごすために必要な空調設備（GHPエアコン）が急きょ故障してしまい、機器が古いため修繕不
が必要である。 可となったため新たな設備へと更新工事を行った。
○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 小学校の施設で事業を行っているため、教育委員会や小学校

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 との連携が必要不可欠なため。
□その他 　促進された また、今回のような急な故障も早急な対応が求められる。

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

■市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
●①事業計画時に市民の参画有り 保育室の整備にあたっては、父母会の意見を取り入れる。 施設修繕等は父母会の意見を取り入れて実施している。 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 光熱水費等、低コストに努める。 工事を行う際は環境へ配慮した部材や工法を検討している。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(保育室) 目標値(b)(保育室) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(保育室) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0 2 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

施設整備は多額な費用を要し、また、児童の状況推移を見据える必要性があり、
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 1 50

時間を要してしまうため。なお、湖北台東小の空調機を更新したので１保育室と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ●②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 6,479 △4,543 6,303 97.28
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ 急きょ空調機更新工事を行ったため。 ●不要

急きょ空調機更新工事を行ったため。

△234.66

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 転用可能教室の確保が非常に難しいため。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.03

保育室 10万円 0.02 66.67

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
市の財政状況や児童数の推移を見極め、教育委員会や小学校と更に協議を重ね推進していく必要がある。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 1874 課コード 1701 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 学童保育室施設整備事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 子ども部・子ども支援課

個別事業 学童保育室の整備 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成25年度 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.46 人）
(1)事業概要

(当　初) 4,048 千円 (うち人件費 4,048 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 6,479 千円 (うち人件費 4,048 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33103 重点４ ○有 ●無 (計画名) 子ども総合計画　　健康福祉総

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

待機児童ゼロを堅持するため、保育園や学童保育室など計画的に整備する



能力が薄弱であり、将来に障害を残すことも多いことから、出生後直ち
施策目的・

(2)目的 する負担の軽減を図ります。また、ひとり親世帯に対しても経済的支援を行うとともに、就業支援の充実を 事業目的 に適切な医療を受けさせることが必要である。このような未熟児に必要な医療を給付し乳児の生命の保護及
展開方向

図ります。 び健康の増進を図る。
・出生時体重2000g以下であること及び生活力が特に薄弱であり、一般状態、体温、呼吸器、循環器系、消 ・４月～３月　相談、申請受付、審査、券交付
化器系、黄疸が規定以下であった場合で、医師が必要と認めた児に対し、医療券を交付し、入院時にかかる 　　　　　　　指定医療機関との調整
医療費負担を軽減する。 当該年度 　　　　　　　自己負担分の請求　
・児の扶養義務者から負担能力に応じて医療費の一部を徴収する。 執行計画 　　　　　　　

(3)事業内容 内　　容

医療券交付件数 想定値 20当該年度
単位 件

活動結果指標 実績値 18

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 未熟児に必要な医療を給付し、生命の保護及び健康の増進を図る。 間接 必要な医療給付者に対する給付率 ％ 100 100
当事業を市が実施していることを周知する。

令和 2年度 未熟児に必要な医療を給付し、生命の保護及び健康の増進を図る。 間接 必要な医療給付者に対する給付率 ％ 100

令和 3年度 未熟児に必要な医療を給付し、生命の保護及び健康の増進を図る。 直接 必要な医療給付者に対する給付率 ％ 100

子ども医療費助成事業と未熟児養育医療を同じ課で行っているため、手続きが簡易である子ども医療費助成事業で対応するので
(7)事業実施上の課題と対応 はなく、未熟児養育医療の必要性を理解して手続きをしてもらうことが必要である。 代替案検討 ○有 ●無

医療行為の知識がない職員が確認するため、医師の記載した意見書に基づき給付決定することが難しい。

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

手数料（連合会、基金） 4 手数料（連合会、基金） 3 2 手数料（連合会、基金） 3 手数料（連合会、基金） 3
未熟児養育医療 3,900 未熟児養育医療 3,600 3,125 未熟児養育医療 3,600 未熟児養育医療 3,600

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 3,904 合　　計 3,603 3,127 合　　計 3,603 合　　計 3,603
国庫支出金 補助率 50 ％ 1,560 補助率 50 ％ 1,440 1,296 補助率 50 ％ 1,440 補助率 50 ％ 1,440
県支出金 補助率 25 ％ 780 補助率 25 ％ 720 749 補助率 25 ％ 720 補助率 25 ％ 720
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 1,564 1,443 1,082 1,443 1,443

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.34 0.49 0.49 0.68 0.68
正職員人件費 2,992 4,312 4,312 5,984 5,984

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 6,896 7,915 7,439 9,587 9,587
(11)単位費用

344.8千円／件 395.75千円／件 413.28
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

母子保健法の一部改正に伴い、市で事業を行うことと決定した。 ●①事前確認での想定どおり
未熟児に対し、必要な医療を給付し乳児の生命の保護及び健康の増進を図ることが必要である。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

未熟児の入院にかかる医療費を助成することにより、乳児の健康増進を図るともに、保護者の経済的負担を軽減すること
が必要である。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 出生後間もない乳児に対する医療費を国・県・市が負担する

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 ことは、保護者への経済的負担を軽減し、子育て支援策の一
□その他 　促進された 環となる。

■④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 関係医療機関との連携を取ることができた。 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
特になし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 該当なし。 ●不要

＜その他の内容＞
特になし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

入院医療が必要と判断した乳児に対して速やかに審査し、適正に医療県を交付す
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100

ることができた。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 7,915 △1,019 7,439 93.99
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△14.78

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 1.26

％ 10万円 1.34 106.35

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
子育て支援策の一環として、今後も現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 1985 課コード 1701 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 子ども部・子ども支援課

個別事業 未熟児養育医療 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成25年度 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.49 人）
(1)事業概要

(当　初) 7,915 千円 (うち人件費 4,312 千円）⑦事業費
総事業費 7,230 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33105 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

安心して子育てができるよう、子育て世帯に対して各種手当や助成金などの経済的支援を行い、子育てに関 未熟児は正常な児と比較して、生活



関 児童手当の支給
施策目的・

(2)目的 する負担の軽減を図ります。また、ひとり親世帯に対しても経済的支援を行うとともに、就業支援の充実を 事業目的
展開方向

図ります。
児童を養育する父母その他の保護者からの申請により支給する。所得制限あり。 平成31年5月～　　児童手当6月定期払い準備
　0歳から3歳の誕生日を迎えるまで　　　　　　　　　　　　　一律  15,000円 平成31年6月7日　 児童手当6月定期払い
　3歳以上12歳到達後最初の3月31日まで　第１子・第２子　　 一律  10,000円 当該年度 平成31年6月上旬　児童手当現況届を受給者へ発送　　提出期限6月30日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 第３子以降　　　　 一律  15,000円 執行計画 平成31年10月8日　児童手当10月定期支払い

(3)事業内容 内　　容 　中学生　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一律  10,000円 平成32年2月7日　 児童手当2月定期支払い
　所得制限を超えている方　　　　　　　　　　　　　　　　　一律　 5,000円
子育てワンストップサービスの導入 支給対象者数：約10,000人 想定値 10,000当該年度
マイナンバー制度を活用した子育て関連のサービスのワンストップ化を行う。 支給対象児童数：約15,000人 単位 人

活動結果指標 実績値 9,100

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 申請者に対し漏れなく支給する 直接 適正に支給した件数／総支給件数 ％ 100 100

令和 2年度 申請者に対し漏れなく支給 直接 適正に支給した件数／総支給件数 ％ 100

令和 3年度 申請者に対し漏れなく支給 直接 適正に支給した件数／総支給件数 ％ 100

国の主要政策である児童手当制度に左右される。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

2号嘱託職員報酬（1人） 2,329 2号嘱託職員報酬（1人） 2,329 2,259 2号嘱託職員報酬（1人） 2,329 2号嘱託職員報酬（1人） 2,329
2号嘱託職員共済費（1人） 385 2号嘱託職員共済費（1人） 386 373 2号嘱託職員共済費（1人） 386 2号嘱託職員共済費（1人） 386
2号嘱託職員費用弁償（1人） 45 2号嘱託職員費用弁償（1人） 45 41 2号嘱託職員共済費（1人） 45 2号嘱託職員共済費（1人） 45
臨時職員賃金（2人） 850 臨時職員賃金（2人） 878 845 臨時職員賃金（2人） 878 臨時職員賃金（2人） 878
臨時職員共済費（2人） 8 臨時職員共済費（2人） 8 7 臨時職員共済費（2人） 8 臨時職員共済費（2人） 8
需用費 384 需用費 500 259 需用費 500 需用費 500
役務費 2,127 役務費 2,127 2,084 役務費 2,127 役務費 2,127

実施内容 委託料 732 委託料 728 635 委託料 1,130 委託料 1,130
使用料及び賃貸借料 687 使用料及び賃貸借料（7ヶ月分） 402 344 使用料及び賃貸借料 1,277 使用料及び賃貸借料 1,277

(8)施行事項
費　　用 扶助費 1,847,820 扶助費 1,824,720 1,766,175 扶助費 1,824,720 扶助費 1,824,720

子ども福祉システム使用料（8ヶ月分） 852 852
子ども福祉システム保守管理委託料（8 272 272

予算(決算)額 合　　計 1,855,367 合　　計 1,833,247 1,774,146 合　　計 1,833,400 合　　計 1,833,400
国庫支出金 補助率 70 ％ 1,282,616 補助率 70 ％ 1,307,012 1,225,132 補助率 70 ％ 1,307,012 補助率 70 ％ 1,307,012
県支出金 補助率 15 ％ 282,602 補助率 15 ％ 287,924 250,464 補助率 15 ％ 287,924 補助率 15 ％ 287,924
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 290,149 238,311 298,550 238,464 238,464

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.78 1.47 1.47 0.78 0.78
正職員人件費 6,864 12,936 12,936 6,864 6,864

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 2,759 2,760 2,760 2,760 2,760
臨時職員賃金額 858 886 886 886 886

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 1,862,231 1,846,183 1,787,082 1,840,264 1,840,264
(11)単位費用

18,622.31千円／人 184.62千円／人 196.38
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

子育て中の親に対する経済的な支援が重要である。 ●①事前確認での想定どおり
○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

児童手当法に基づき支給が義務付けられているため。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 児童手当法の規定により市が支給事務の実施主体となってい

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 るため。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他 該当なし。

＜その他の内容＞
該当無し

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 該当なし。 ●不要

＜その他の内容＞
該当無し

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

児童手当法に基づき適切に支給したため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 1,846,183 16,048 1,787,082 96.8
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

0.86

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 5.42

％ 1億円 5.6 103.32

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
児童手当法に基づき児童手当を支給することにより、家庭等における生活の安定に寄与するとともに、次世代の社会を担う児童の健やかな成長
に資する事業であるため、今後も現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 1987 課コード 1701 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 児童手当支給事業 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 子ども部・子ども支援課

個別事業 児童手当支給事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成23年度 ～ ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 1.47 人）
(1)事業概要

(当　初) 1,846,183 千円 (うち人件費 12,936 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33105 重点なし ○有 ●無 (計画名) 子ども総合計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

安心して子育てができるよう、子育て世帯に対して各種手当や助成金などの経済的支援を行い、子育てに



て支援にかかわる団体と 少子化対策として、結婚したい方が結婚できるよう、我孫子市社会福祉協議会の「結婚相談業務」の事業充
施策目的・

(2)目的 の連携を強化するとともに、各団体間の連携を促進します。また、父親の育児参加の促進や地域に根ざした 事業目的 実を図り、成婚・我孫子での定住に繋げます。
展開方向

子育て支援事業の充実、市民への啓発、子育てサークルなどによる自主的な活動の促進など、家庭で孤立し
　国の少子化対策の1つである、結婚・妊娠・出産・育児の「切れ目ない支援」（次世代育成支援推進法に 我孫子市社会福祉協議会と連携し、我孫子市結婚相談所事業の充実を図ります。
基づく行動計画策定指針や少子化対策大綱に記載）を実現するために、平成27年度より社会福祉協議会と連 通年・けやきプラザ11階における我孫子市結婚相談所の週2回の開設や、イベント・バスツアー実施にかか
携し結婚相談事業を実施しています。事業充実を図るため、けやきプラザ１１階の市管轄スペースの提供や 当該年度 る企画・運営・周知等の支援及び庁内での連絡調整。
臨時職員等人件費の一部補助等を行います。我孫子市結婚相談所（あび・こい・ハート）を週２日開設し、 執行計画     ・結婚相談業務に係る臨時職員、相談員の人件費の一部等を社会福祉協議会へ補助金として交付。

(3)事業内容 内　　容 相談業務を中心に定期的な婚活イベント等の開催やお見合いを実施するとともに、民間事業者と連携して地     ・結婚相談所利用者への我孫子市の子育て情報や魅力のPR。
域全体で結婚したい人を応援する機運を醸成し、成婚に繋げます。     ・市全体で結婚を応援する機運を高めるため、民間事業者との連携。
また、婚活段階から市の子育て支援策や魅力を情報発信して我孫子市での子育てを促し定住に繋げます。 相談・お見合い件数 想定値 620当該年度

単位 件
活動結果指標 実績値 542

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 お見合い件数・婚姻数の増加 直接 相談・お見合い件数 件 542 620

令和 2年度 未婚化の解消 間接 相談・お見合い件数 件 560

令和 3年度 未婚化の解消 間接 相談・お見合い件数 件 580

成婚数は年々増加しているが、全てが我孫子市への定住につながらないという課題がある。登録会員の6割が市外在住者である
(7)事業実施上の課題と対応 ことを活かし、婚活の段階から我孫子の魅力や子育て支援策をPRして市内での子育て・定住を促す。また、市内在住または本市 代替案検討 ○有 ●無

出身の若者が我孫子で新生活ができるよう、市内在住・在勤者を対象としたイベントを開催する。

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

＊ 婚活支援事業補助金 2,609 ＊ 婚活支援事業補助金 2,367 2,367 ＊ 婚活支援事業補助金 2,367 ＊ 婚活支援事業補助金 2,367
＊ 会員検索用タブレット通信料 87 ＊ 会員検索用タブレット通信料 94 77 ＊ 会員検索用タブレット通信料 81 ＊ 会員検索用タブレット通信料 81
＊ 　7,239円×12月 ＊ 　8,858円×6月+6,712円×6月 ＊ 　6,712円×12月 ＊ 　6,712円×12月
＊ 消耗品費 15 ＊ 消耗品費 15 6 ＊ 消耗品費 15 ＊ 消耗品費 15

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 2,711 合　　計 2,476 2,450 合　　計 2,463 合　　計 2,463
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 50 ％ 1,261 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 1,450 2,476 2,450 2,463 2,463

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.6 0.35 0.35 0.6 0.6
正職員人件費 5,280 3,080 3,080 5,280 5,280

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 7,991 5,556 5,530 7,743 7,743
(11)単位費用

12.89千円／件 8.96千円／件 10.2
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

少子化は様々な要因が絡んでいるため多角的な対策が必要です。本市の婚姻率は過去に比べて経年的に低下傾向にありま ●①事前確認での想定どおり
すが、市民意識調査（平成27年）では、独身者の73％が「結婚するつもり」と回答し、独身でいる最大の理由は「適当な ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 相手にまだ巡り会わないから」が一番多く、婚活支援の潜在的なニーズは高いと言えます。我孫子市結婚相談所で実施し ○要
   背景は？(事業の必要性) ている、結婚に関する相談業務を中心とし、見合いやイベント開催などの複合的な取り組みは、結婚を希望する方の大き ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

な支援となります。また、結婚・妊娠・出産・子育ての切れ目ない支援としても、市の少子化対策の重要な役割を担って 婚活支援を実施することで、結婚・妊娠・出産・子育ての切れ目ない支援に寄与することができた。
います。
○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 社会福祉協議会が運営する結婚相談所を市が支援することで

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 、市の結婚から子育てまでの切れ目ない支援が実現できた。
□その他 　促進された

■④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

■市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 会員や市民向けのイベント開催を定期的に実施し、市内事業 結婚相談所に賛同する地元企業の協力を得ながら、事業を推 ○①当初期待した以上
●②事業実施時に市民の参画有り 者等との連携も図っている。 進している。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 事業を実施するにあたり、常に室温調整に配慮している。利 相談日における節電や室温調整を行い、また、イベント時の ●①想定どおり
□②生き物と共存している 便性の高い立地のため、利用所は主に公共交通機関を利用し ゴミの削減に努めた。 ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している ている。

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ●要

いるか？
□⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(件) 目標値(b)(件) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(件) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
542 620 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

今年度から退会手続きを随時行ったため、会員数が減少し、お見合い件数・相談
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 542 87.42

件数が減少したため。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 5,556 2,435 5,530 99.53
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

30.47

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 今年度から退会手続きを随時行ったため、会員数が減少

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下 し、お見合い件数・相談件数が減少したため。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 11.16

件 10万円 9.8 87.81

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
市の、結婚・妊娠・出産・子育ての切れ目ない支援を継続するため、現状通り事業を推進していく。 本事業と農業委員会所管の「農家の婚活の支援事業」は、事業の目的と内容が類似しており、２課で同様に実施して非効率なものとなっている

ため、今後は本事業と「農家の婚活の支援事業」を結合して実施していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 2134 課コード 1701 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 □経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 子ども部・子ども支援課

個別事業 我孫子市結婚相談事業の充実（少子化対策検討プロジェクト） 位置づけ

③事業主体 ○市 ●その他（ 我孫子市社会福祉協議会 ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 平成31年度 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.35 人）
(1)事業概要

(当　初) 5,556 千円 (うち人件費 3,080 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33102 重点４ ●有 ○無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

地域全体で子育てを支援する環境をつくるため、保育園・幼稚園・ＮＰＯなど子育



の経済的支援を行い、子育てに関 国が定めた施策に基づき、令和元年10月から消費税率が引き上げになる環境の中、子どもの貧困に対応する
施策目的・

(2)目的 する負担の軽減を図ります。また、ひとり親世帯に対しても経済的支援を行うとともに、就業支援の充実を 事業目的 ため、臨時・特別の措置として、児童扶養手当の受給者のうち未婚のひとり親に対して臨時特別給付金を支
展開方向

図ります。 給する。
次のすべての要件を満たす方に対して給付金を支給する。 受給対象者と思われる方に対して、５月頃にお知らせを送り、７月頃の児童扶養手当の現況届の送付の時期
①令和元年11月分の児童扶養手当の支給を受ける父または母 に申請書を送り、原則として８月から申請を受け付ける。申請期間は６か月間とする。その後審査を実施し
②基準日(令和元年10月31日）において、これまで法律婚をしたことがない方 当該年度 、支給決定を行い、通知文書を発送する。支給は原則として令和２年１月の児童扶養手当の支払日に行い、
③基準日(令和元年10月31日）において、事実婚をしていない方または事実婚の相手方の生死が明らかでな 執行計画 その時支給できなかった場合は、それ以降随時支給する。国の補助事業であるので、補助金申請も合わせて

(3)事業内容 内　　容 い方 行う。
支給額は父または母一人につき17,500円
支給見込み数　100人 給付金の申請者の数 想定値 100当該年度

単位 人
活動結果指標 実績値 34

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 給付金を適切に支給することで、消費税引き上げに対する未婚のひとり親の負担を軽減する。 間接 申請に対して適切に支給した割合 ％ 0 100

令和 2年度 － 0

令和 3年度 － 0

児童扶養手当の受給者に対する施策であるが、未婚の定義が児童扶養手当と給付金で異なるため、戸籍謄本の提出などを求め、
(7)事業実施上の課題と対応 適正な支給につなげる。 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

需用費（消耗品費）用紙 1 1
役務費（通信運搬費）通知送付料 17 11
役務費（振込手数料） 11 4
扶助費（給付金） 1,750 595

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 1,779 611 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 100 ％ 1,779 611 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0 0 0 0 0
正職員人件費 0 0 0 0 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 0 1,779 611 0 0
(11)単位費用

0千円／＊＊ 17.79千円／人 17.97
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

令和元年10月から消費税率が引上げとなる環境の中、子どもの貧困に対応するため、未婚のひとり親に対して臨時・給付 ●①事前確認での想定どおり
金を支給することが国から示されたため、我孫子市としても自治事務として実施する。（10/10国庫補助） ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

広報や個別の案内により対象者への周知をはかったが、申請者数は想定した件数（人数）より少なかった。
申請者に対しては、適正に支給を行った。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 国の補助事業であるため。

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当無し

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

適正に支給を行ったため。
■④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 1,779 ― 611 34.35
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

国の１０割補助 申請者が少なかったため。

―

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 申請者が少なかったため。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 5.62

％ 10万円 16.37 291.28

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ●その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本事業は、平成31年度の単年度事業として実施したものであり、予定どおり目的を達成、完了した。 事業完了のため、なし。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 2248 課コード 1701 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 □経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 ひとり親家庭の経済的支援の充実 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 子ども部・子ども支援課

個別事業 未婚の児童扶養手当受給者に対する臨時・特別給付金 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 平成31年度 ～ 平成31年度 ⑥担当職員数 0 人 (換算人数 0 人）
(1)事業概要

(当　初) 1,779 千円 (うち人件費 0 千円）⑦事業費
総事業費 1,779 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33105 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

安心して子育てができるよう、子育て世帯に対して各種手当や助成金など


